
宮城県国民健康保険団体連合会

1．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
　満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法
  ①有形固定資産
　  定額法による方法を採用している。
  ②無形固定資産
　  定額法による方法を採用している。

(3) 引当金の計上基準
  ①賞与引当金
　  職員に対する賞与の支給に備えるため、当期に帰属する期間の支給見込み額を計上している。
　②退職給付引当金
　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当該事業年度末において発生していると
　　認められる額を計上している。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

(4) 消費税等の会計処理
   消費税等の会計処理は税込方式によっている。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 0 0 0 0
小　　　　計 0 0 0 0

特定資産
557,195,905 25,630,694 0 582,826,599

財政調整基金積立資産 555,303,498 33,552,000 0 588,855,498

減価償却引当資産 1,943,289,504 159,156,171 242,648,270 1,859,797,405

電算処理システム導入作業経費積立資産 84,273,529 34,872,479 27,800,300 91,345,708

ICT等積立資産 538,270,000 76,433,000 2,000,000 612,703,000

補助金による固定資産 11 0 11

合　　　　計 3,678,332,447 329,644,344 272,448,570 3,735,528,221

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

　　　科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産 0 0 0 0
小　　　　計 0 0 0 0

特定資産
職員退職給付引当資産 582,826,599 0 0 582,826,599

財政調整基金積立資産 588,855,498 0 588,855,498 0

減価償却引当資産 1,859,797,405 0 1,859,797,405 0

電算処理システム導入作業経費積立資産 91,345,708 0 91,345,708 0

ICT等積立資産 612,703,000 0 612,703,000 0

補助金による固定資産 11 11 0 0

合　　　　計 3,735,528,221 11 3,152,701,611 582,826,599

4．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

868,734,000 599,525,830 269,208,170

　車輛運搬具 2,559,600 2,559,599 1

816,826,584 628,550,288 188,276,296

1,014,021,607 735,901,382 278,120,225

2,702,141,791 1,966,537,099 735,604,692

　什器備品

　ソフトウェア

合　　　　計

　建物

職員退職給付引当資産
（旧退職給付引当資産）

科　　　　目

令和７年度　財務諸表に対する注記



5．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

帳簿価額 時価 評価損益

200,000,000 179,400,000 △ 20,600,000
　減価償却引当資産
　　公社債 450,000,000 425,772,000 △ 24,228,000

650,000,000 605,172,000 △ 44,828,000

6．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高　
　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
　 (単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の区分

KDBシステムに係る機器更改 厚生労働省 6 0 0 6 指定正味財産

特定健診機器更改国庫補助 厚生労働省 3 0 0 3 指定正味財産

国保情報集約システムに係る機器導入等 厚生労働省 2 0 0 2 指定正味財産

国民健康保険団体連合会等補助金（Ｒ６年度） 厚生労働省 320,000 0 0 320,000 指定正味財産

後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金（Ｒ６年度）厚生労働省 1,995,000 0 0 1,995,000 指定正味財産

高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金（R６
年度）

厚生労働省 16,660 0 16,660 0

国民健康保険団体連合会等補助金（Ｒ７年度） 厚生労働省 0 19,484,000 19,484,000 0

後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金（Ｒ７年度）厚生労働省 0 6,418,000 6,418,000 0

年金生活者支援給付金支給準備事業 厚生労働省 0 39,446 39,446 0

介護保険事業費補助金 厚生労働省 0 103,000 103,000 0

苦情処理体制整備事業 宮城県 0 6,500,690 6,500,690 0

介護給付適正化推進事業 宮城県 0 504,018 504,018 0

合 計 2,331,671 33,049,154 25,918,660 2,315,011

7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

25,918,660

経常外収益への振替額

　固定資産受贈益の振替

25,918,660合　　　計

科　　　　目

　退職給付引当資産
　　地方債

合　　　　計

内　　　容

経常収益への振替額

　減価償却費計上による振替額

　目的達成による振替額


